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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、小中一貫教育における４－３－２学年制が児童生徒の学力および態度形成にど

のような影響を及ぼすかを明らかにした。そのために、授業観察、「お世話活動」や合同部活動

といった異学年交流の参与観察、児童生徒に対する質問紙調査、教職員に対する聞き取り調査

等が行われた。教師と生徒は 4-3-2 学年制の学校生活において、互いに「中 1ギャップ」への

対応を図ろうとする様子が見出された。 

 
研究成果の概要（英文）： 

 The influence on the students’ formation of learning ability and attitude through the 
Primary-secondary Consistent Educational System (4-3-2grades) was clarified in this study. 
The research methods were a lesson study, a participant observation of cross-grades 
exchanges as “ OSEWA-KATSUDOU(caring) ” or extra-curricular co-activity, a 
questionnaire to students, and an interview with teachers. It was found that teachers and 
students tried to enjoy their 4-3-2 grades school life and to do with the 
“CHUICHI-GYAPPU(the gap or troubles that freshmen feel)”each other. 
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１．研究開始当初の背景 

 義務教育制度の根幹をなしてきた、６－３
制のあり方が問い直されている。中央教育審



議会においても、文部科学大臣の諮問を受け

て平成 15 年に「義務教育に係る諸制度の在

り方について」（審議のまとめ）を公表し、

学校の区分や連携について議論を進めてき

た。また、これと並行して文部科学省も小・

中連携に関する研究開発学校を指定して、先

導的な取り組みを行い、広島県呉市等におい

て一定の成果を得ている。 

 そのような中、東京都品川区は国の構造改

革特別区域法によって規制緩和が可能とな

る「小中一貫教育特区」として認定され、平

成 18 年４月には区立小中一貫校（「日野学

園」）を新設した。またそれにあわせて、区

内全域において小中一貫教育を実施するよ

うになった。小中一貫校は、その後も 4校が

開設された。 

品川区の資料によれば、小中一貫校におい

ては、小学校と中学校とを合わせた９年間を、

４年－３年－２年の三つのまとまりとして

区分する。その上で、発達段階に応じた柔軟

な教育内容を実施することがねらいとされ

ている。１年生～４年生では学級担任による

指導を中心に、習熟度別学習を導入して基

礎・基本の定着を十分に図ることを目的とす

る。また５年生以上は、教科担任制の積極的

な導入や選択学習を取り入れるなど、児童・

生徒の個性・能力を伸ばす学習を重視する。

カリキュラムについても、学習指導要領に示

されている各教科については、９年間を見通

して内容の精選を図るとともに、英語科につ

いては１年次から実施している。さらに、道

徳、特別活動、総合的な学習の時間を統合し

た「市民科」を設置して全学年で実施すると

ともに、５年生以上については、「ステップ

アップ学習」を別に設けている。 

 本研究の代表者は、科学研究費若手研究Ｂ

「『総合的な学習の時間』における批判的思

考教材の開発研究」（平成 14～16 年度）にお

いて、小中連携モデル校であった３校の協力

を得ながら、小・中学校の教師とともに、単

元および授業開発に携わった。その中で、小

学校高学年と中学校１年生との接続につい

て、教師が苦心していることが明らかになっ

た。また、今日の発達研究においても、小学

校高学年が発達段階の転換点であり、そのこ

とに配慮した指導が必要であることが指摘

されている。そこで、４－３－２年制の教育

内容および方法が、従来の６－３制とどのよ

うに異なるかを明らかにするとともに、それ

が児童生徒の学力や態度にどのような影響

を及ぼすかを継続的に調査することが必要

であると考え、本課題を設定した。 

 
２．研究の目的 

本研究では、小中一貫教育における４－３

－２学年制が児童生徒の学力および態度形

成にどのような影響を及ぼすかを明らかに

することが目的である。具体的には、次の３

点を課題とする。 

(1)日本における小中一貫教育の現状 

(2)４－３－２学年制教育の実際 

(3)小中一貫校に在籍する教員および児

童・生徒の意識 

 
３．研究の方法 

上記課題に即した研究方法は、次の通りで

ある。 

(1)については、小中一貫教育は試行的段

階のところが多い。その内容についても、小

学校と中学校の組織は残しながらその連携

を強めるといったゆるやかなものから、学年

の枠組みを変更する、９学年が同一校舎にお

いて学ぶといった大規模な変更をともなう

ものまで多様である。そこで、「小中一貫教

育全国協議会」や各地の小中一貫教育研究発

表会に参加して資料収集や実地調査を行い、

どのような実践が行われているかその内容



を分析する。 

 (2)については、小中一貫教育を実践して

いる学校を定期的に訪問しながら、カリキュ

ラムおよび具体的な実践の記録を収集する。

特に、「市民科」や「ステップアップ学習」

といった独自の時間、中学校籍教師が５・６

学年を担当する授業を中心に、授業をＶＴＲ

に録画した上で、それをもとに授業プロトコ

ルを作成して分析の利用に供する。また、上

級生と下級生との交流活動についても観察

し、ＶＴＲへの録画とともにフィールドノー

ツを作成する。 

 (3)については、小中一貫校に通う児童生

徒が学年段階をスムーズに移行しているの

か、友だち関係や先輩・後輩関係などの人間

関係をどのように取り結んでいるのか、学校

に対してどのような意味づけを付与してい

るのかといった点が課題としてあげられる。

上記の問題意識のもと、児童生徒に対して質

問紙および活動中の聞き取り調査を行い、質

的および量的調査を継続的に行う。それとと

もに、小中一貫校の教師に対しても聞き取り

調査を行い、どのような意識で児童・生徒に

向かっているか、および小中一貫教育をどの

ように受け止めているかという観点から分

析する。 

 
４．研究成果 

本研究の成果を、研究課題に即して述べる

と次のようになる。 

日本における小中一貫教育の現状につい

ては、小中一貫教育全国協議会や三鷹市、呉

市、大阪市等の学校公開に参加し、各地の担

当者に対する聞き取りおよび資料収集を行

った。その結果、今日では政令市を含む多く

の自治体において小中一貫教育を構想して

いることが明らかになった。内容については、

小学校５・６年生において教科担任制を実施

する等、共通点も多い一方、施設一体型の一

貫校を設置する地域と隣接する小中学校間

の連携を中心とする地域とでは、教育内容が

異なっていた。 

４－３－２学年制教育の実際については、

小中一貫校を定期的に訪問しながら、1)交流

活動、2)学校行事・集会、3)授業場面につい

て、カリキュラムおよび実践の記録を収集し

た。それらを通じて、上級生と下級生との交

流がさかんになり、児童・生徒の意識にも影

響を及ぼしていることを明らかにした。また

授業観察を通じて、これまで中学校で教えて

きた教師が小学生を担当する授業について

録画して授業記録を作成の上、その特徴を分

析した。その結果、中学校籍教員は 5年生に

対して中学校のイメージを持たせようとし

て、児童に自分の行動を自覚させるとともに、

親しく接しながらも一定の距離を保ってい

た。 

小中一貫校に在籍する教員と生徒の意識

については、これまで、1)小中一貫校の教員

に対するインタビュー調査、2)児童・生徒に

対するアンケート調査、3)異校種に派遣され

た教師に対するアンケート調査を行った。特

に教員に対する聞き取り調査においては、小

学校と中学校との「文化の違い」を両校の教

員とも意識している。それは例えば、小学校

教員は学級担任が判断するのに対して、中学

校教員は学年単位で行動するように、生徒指

導の場面において顕著に見られる。さらに、

9(中学 3)年生は最上級生としての責任感お

よび不安が高まる一方、6 年生のリーダーシ

ップが低いこと等も明らかになった。 

以上のように、学校および教師は、4-3-2

学年制の中で「中 1ギャップ」への対応を図

ろうとしていることもわかってきた。しかし

ながら、この研究では学校全体の状況を把握

することが中心となり、個々の児童生徒が学

習や態度面でどのように成長したかについ



ては、さらなる検討が必要である。 

小中一貫教育は各自治体において準備中

も含めて急速に普及している。また品川区、

三鷹市、呉市といった先駆的な地域において

も、その内容は変化しており発展の余地があ

る。品川区の小中一貫教育は 5年目を迎えて

おり、初年度に入学した児童は小学校段階の

卒業期となる。今後さらに研究を発展させる

ことで、小中一貫校での 9年間の成長を見通

すことが可能となる。具体的には、次のよう

な点が今後の課題としてあげられる。 

(1) 施設一体型小中一貫校における児童

生徒の学習および生活上の特徴 

(2) 児童生徒による小中一貫教育の受け

止め方や将来に対する意識 

(3) 9 年間を見通した指導および児童生徒

の成長を支援する取り組み 
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